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はじめに一 本稿の課題 と構成

土地は、本来、人間の生活の根源的な基礎条

件であり、社会的公共財と言いうるものである。

他方、土地そのものは人間労働の生産物ではな

く、使用価値はあるが価値をもたない。しかし、

資本主義社会では、土地 は地代を利子とみなし

て資本還元 したところの価格をもっ。土地の商

品化 と市場における土地の取引がはじまり、そ

こから土地悶題が、最初 は農業問題 として、っ

いで住宅 ・都市問題 して、発生する。

ここで、従来の土地問題 ・土地政策に関する

議論をごく簡単に概括するな らば、 「小土地所

有論」と 「土地公有(国 有化)論 」の論争があっ

たことに着目しなければな らない1)。 前者 は、

農民の土地分割要求を支持する議論であり、健

全な中小農家を保護するという 「小農地経営方

式」と結びっ く(例 えば、フランス革命後の分

割地農民、戦後のわが国の農地改革)。 後者は、

逆に 「大農地経営方式」と結びっ くが、土地だ

けの公有化をめざすもの(例 えば、ヘンリー ・

ジョージ)と 、土地を含む生産手段の全ての公

有化をめざす もの(例 えば、マルクス)と に分

けることができる。

しか し、現実に先進工業諸国で実施されたの

は、土地の公共性に着目をして、土地利用権を

土地所有権に優先させ、都市計画 ・土地利用計

画によって、土地利用 ・開発のコントロールを

行 うという政策であった。その中でも画期的な

のは、イギ リスの開発権の国有化 と、 ドイッの

住民参加による自治体の開発計画である。っま

り、一言でいえば、 「計画 と調整」である。

わが国においても、土地の総合的な利用を考

え、開発権 ・計画権を地域住民 と自治体 とが握

るシステムが構築されるべきという意見がある

が、現実には土地所有権絶対論に立っ 「日本型

土地 システム」とでもいうべきものが制度 とし

て確立されてきた。

ここで言 う 「日本型土地 システム」 とは、絶

対的土地所有権を前提 として、すなわち都市計

画 ・土地利用計画などの公共的な土地管理 ・規

制の欠如を前提 とした上で、土地価格を支える

財政 ・金融面での国家的支援を背景 とす る法人

企業 と金融機関の土地所有、土地投機の問題で

あり、地価上昇、土地投機によるキャピタル ・

ゲインの獲得を公的な制度として容認す る社会

構造のことである。

国家は絶対的土地所有権を前提 として、っま

り土地所有権を土地利用権に絶対的に優先させ

るという、西欧諸国と比較 して特異な土地所有

権を前提 として、 「高度成長」期に巨額の公共

投資を行 うことにより、全国的な地域開発政策

を展開 した。その過程は、同時に、土地の流動

性を保障する日本型土地市場の形成過程でもあっ

た。その結果は 「地域開発」ブームによる1960

～61年 の地価高騰であり、しかも絶対的土地所

有権を前提 とするから、開発利益を社会的に還

元す るシステムは存在せず、結局、土地を所有

する法人企業や個人がその利益を独占すること

となった。とりわけ法人企業は地価が持続的に

上昇す る土地を担保に、金融機関から巨額の借

入金を行 うことによって、 「高度成長」を達成

したのである。

その後、1972～74年 の 「日本列島改造論」ブー

ムにより土地が投機の対象 となると、法人企業

は金融機関に発生 した大量の過剰流動性の増大

を背景に融資資金を用いて土地を買占あにのり

だし、土地転がしで多額のキャピタル ・ゲイン
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を獲得 した。これらのことは、資産の保全 と増

殖を進める上で、土地 こそがまさに特別の位置

を占めていることを示 しており、絶対的土地所

有権を前提 とす る 「日本型土地 システム」の特

徴 として注目される。

これらは 「日本型土地 システム」の一面であ

るが、その影にはもう一っの特徴があることを

指摘 しなければならない。それは、一言でいえ

ば、地価上昇 と土地投機によるキ ャピタル ・

ゲインを政治資金 として還流させ、土地市場へ

の公共的介入を困難に導 くシステムのことであ

る。

本稿の課題は、従来の土地問題 ・土地政策の

議論を、①小土地所有論、②土地公有(国 有化)

論、③開発権 ・計画権の公共的独占論、の3っ

に概括 した上で、日本における土地所有の独自

性をあ らわすキー概念として、絶対的土地所有

権を前提 とする 「日本型土地システム」の生成

と発展の過程を概括 し、新たな土地政策のため

の基礎理論を提起することである。そ して、開

発権 ・計画権を地域住民と自治体が掌握 し、開

発をコントロールするシステムができなった過

程を、日本型地域開発の特質と土地問題 とのか

かわりを検討することにより明らかにしようと

することである。また、第三の課題は、土地政

策のあり方にっいて、地方 自治の視角から検討

してみることである。

本稿の構成は、前半を土地問題の検討に、後

半を土地政策の検討にあてる。

第1章 では、日本型地域開発の特質にっいて

検討 し、ついで日本型地域開発と土地問題の関

わ りについて検討する。

第2章 では、土地問題の日本的特質を検討す

るが、 「日本型土地システム」成立の前提 とし

て、強大な絶対的土地所有権、実効ある都市計

画 ・土地利用計画の欠如の2っ の問題を検討 し

た上で、 「日本型土地システム」の概念を提起

する。

第3章 では、土地政策と土地税制の検討を行

うが、まず政府の土地政策と土地税制の検討を

行 う。っいで、土地政策の原則を提起するが、

それは土地所有権か ら土地利用権への転換、都

市計画 ・土地利用計画の重視、開発利益の社会

的還元の実現などが中心 となる。また、土地税

制についても簡単にコメントする。

第4章 では、土地政策において地方自治が本

来果たすべき役割を考える。っいで、土地政策

における地方自治の役割のモデル的な事例とし

て、 ドイツの土地政策を検討する。

1日 本型地域開発と土地問題

(1)日 本型地域開発の特質

本節では、日本型地域開発の特質にっいて、

従来の議論を検討 したい2)。

日本型地域開発の特質の第一 は、 「巨大な投

資国家」 という言葉で表現 されるよ うな、わが

国財政における公共投資の大きさの問題である。

重森暁氏によれば、日本は"巨 大な 「投資国

家」と小さな 「福祉国家」"と して特徴づけら

れる。一般政府資本形成の比重に関する国際比

較研究の結果によれば、アメ リカの1.6%、 イ

ギ リスの2.7%、 西 ドイッの3.5%、 フランスの

2.9%な どの対 して、日本は6.3%で あ った(日

本のみ1980年 、他は1979年)3)。

また、石川真澄氏は、日本はGNPの10%以

上 も公共事業に配分 しており、アメ リカの公共

投資は1000億 ドルを超えないのに対 して、日本

の公共投資は ドル換算すると1200億 ドル以上に

なり(い ずれも1980年)、 日本は世界最大の公

共投資国であると主張されている4)。

両氏の議論は研究者の合意を得 られる結論 と

みてよく、 「高度成長」期以降、公共投資がき

わめて積極的に行われたわが国は、いわば 「巨

大な投資国家」としての特徴をもっており、こ

れを日本型地域開発の第一の特質 としてあげる

ことができよう。

日本型地域開発の第二の特質は、このような

巨額の公共投資が第二次世界大戦後における日

本の産業構造の変化に対応 して、1970年 代まで

は主 として重化学工業の産業基盤、すなわち、
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道路、港湾等を中心とする産業基盤に著しく偏っ

た投資が行われてきたことである。このような

地域開発政策は、工業用地、商業用地、農地、

住宅地が混在 し、河口を中心 とした臨海部 に人

口が集中する傾向のある日本の土地利用状況の

もとでは、土地資源を重化学工業用に優先的に

利用 し、農林漁業や民生用住宅に関する土地利

用計画の立ち遅れを伴い、生活基盤整備を著 し

く不十分なものとした。その結果、住民運動が

全国的に拡大 し、公共投資が次第に生活基盤重

視型に転換された時期 もあるが、1980年 代には

再び高速道路、空港などの新 しい情報、サービ

ス産業の基盤重視の公共投資が進行 している。

ここでコメントすべきは、いわゆる 「産業基

盤」についてである。一般に 「生活基盤」 と対

比させる形で 「産業基盤」 と言われているが、

例えば第一次産業である農業への公共投資は必

ず しも重視されたとは言えない。っまり、 「産

業基盤」の中にもアンバ ランスがあるのであっ

て、柳 ケ瀬孝三氏が注記 しておられ るように

「産業基盤(正 確には工業基盤 ない し重化学工

業のための基盤)」5)と するべきである。 この

ように従来の公共投資研究においては、農業問

題とも関連させて農村部における公共投資を分

析するという視角が、必ず しも十分ではなかっ

たと言えるのではないだろうか(農 村財政や農

業補助金の研究はそれな りに行われてきたが)。

この農村部における公共投資の問題を、産業

構造の変化と関連させて検討 したのが、石川真

澄氏 らの 「土建国家論」の業績であり、日本の

産業構造における土建資本のウェイ トの高まり

に注目した。6)その背景には、道路建設 などの

公共投資の拡大と住宅建設の増大を背景とする

土建 ・建設産業の急激な発展があったのである。

「高度成長」期において産業政策は工業優先、

とくに重化学工業優先に変化 し、農業にはより

低い位置づけがされたことか ら、地域の産業構

造に根本的な変化が生 じた。っまり、農業は次

第に衰退 し、代わって地域産業の主役に踊 り出

たのが土建 ・建設産業である。今や農村経済は、

公共投資と土建 ・建設産業によって支え られて

いるといって過言ではない。また、1970年 代以

降、土建 ・建設産業に従事する労働者が増大 し

て、農業人口よりも土木関連人口が多 くなるな

ど、就業構造に大 きな変化がみられる。しかも、

農村の部落の有力者 は、かっての直接的生産者

である農民ではな く、今 は土建 ・建設産業の経

営者である。 このように土建 ・建設産業が地域

産業の主役にまで発展すると、それを基盤に地

域の政治が行われることとなる。地方自治の担

い手 としての地方議員に着 目すれば、土建 ・建

設業者が地域政治の舞台に進出することにより、

公共投資などの財政支出の問題 とも深 く関わる

こととなる。 ここから後に検討する公共投資 と

地価問題との関わ りが生まれ、土建 ・建設業者

の談合、汚職、腐敗の構造が問題 となるのであ

る。

今一っの問題点としては、生活関連基盤整備

の軽視の問題の一っとして、土地問題ときわめ

て関連の深い住宅問題がある。

わが国にはナショナル ・ミニマムとしての住

宅を確保するとい う思想が欠如 しており、日本

の住宅政策 は国家の財政負担を極小におさえた

所得階層別の差別的政策となっている。っまり、

最下層の低所得者向けの公営住宅、都市中間層

対策としての公団住宅、住宅金融公庫の融資に

よる 「持家促進」という所得階層別の差別的政

策に加えて、決定的なのは公的住宅投資の少な

さであり、それは 「持家政策」の積極的推進に

よって補完される。そ して、とくに1960年 代半

ば以降、不動産資本、住宅産業など民間デベロッ

パーの発展が政策的にも促進され、民間デベロッ

パーの利益を保障する体制が構築された。その

結果が、実効ある都市計画 ・土地利用計画の欠

如に伴 うスプロール開発であり、土地 ・住宅価

格の上昇であった。

なお、ここでは、持家政策成立の経済的基盤、

すなわち、持家政策を現実化 させる社会的な諸

条件にっいて考えてみよう。本来、労働移動を

考えると借家の方が有利であることは言 うまで

もない。戦前においても、都市部においてはほ

とんどの勤労者が借家住まいであった。ところ
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が、土地所有者の権利が強 く借地 ・借家人の権

利が弱 い場合、あるいは借地 ・借家人の権利が

一定保障 されても借地 ・借家の供給が需要より

も少ない場合には、高家賃が一般化す ることに

なる。そのうえ、地価上昇率が利子率を上回る

状態が恒常化すれば、借金をしてでも土地を買

い急いだ方が有利 となり、インフレーションが

さらにその資産効果を高めることになる。っま

り、結局 は、持家の方が借家より有利になる条

件が形成される。さらに、中所得者層以下でも

持家が買えるように住宅 ローンが普及されるが、

それは 「公的融資+企 業内融資+生 命保険」と

いう構造になっており、いわば 「生命」を担保

に して金を借りるというリスク負担のシステム

になっているのである。

日本型地域開発の第三の特質 として、公共投

資の多 くが自治体を通 じて行われることにより、

自治体が国家の下請機関化 したことがあげられ

る7)。

1950年 代半ばの地方財政危機 と財政の中央集

権化が、 「新産業都市」の指定競争に典型的に

み られるように、地域開発 と企業誘致に自治体

を狂奔させ、 結果 として地方 自治 は形式化さ

れることになった。その際、重要な役割を果た

したのは国庫補助金であって、道路、港湾等の

産業基盤関連の公共事業の場合は法定の補助率

が高 く、補助額の算出方法についても 「精算方

式」であるのに対 して、教育施設 、公営住宅、

保育所等の生活基盤関連の場合は 「標準経費方

式」であるたあ、いわゆる 「超過負担」が生 じ

る構造がっ くりだされたのである。こうして自

主財源の乏 しい自治体は、国の政策に忠実にな

らざるをえず、公共事業関係の補助金が増大す

る一方で、公共事業の裏財源を地方交付税で措

置 し(「 地方交付税の補助金化」)、 なおかっ

不足する裏財源を地方債でまかなわせるという

システムが確立する。これは、国家が自治体の

一般財源を地域開発 という国家的事業にすべて

吸収するシステムである。つまり、自治体の自

主的な開発権、開発計画が限定されたものとな

り、 ドイッのような住民参加型の地域開発とは

ほど遠 いものとなったのである。

以上、日本型地域開発の特質 として、第一に

「巨大な投資国家」、第二 に産業基盤整備への

偏重 と生活関連基盤整備の軽視、第三に自治体

の国家の下請機関化、の3点 を検討 し、いわゆ

る 「産業基盤」の問題 と住宅問題にっいての検

討を行 った。

② 日本型地域開発と土地問題

本節では、前節で検討 した日本型地域開発と

土地問題とのかかわりにっいて、さらに検討を

進めたい。

日本型地域開発 と土地問題にっいて第一に指

摘すべきことは、たび重なる国土開発計画 ・地

域開発計画の策定 と地価高騰 との密接な関係で

ある。言いかえれば、戦後3回 の地価高騰の背

景には、いつ も開発計画があったのである。例

えば、1960年 代初めの地価高騰の際には、 「新

産業都市」 「工業整備特別地域」等の地域開発

計画があり、1970年 代初めの 「地価狂乱」の際

には、田中角栄の 「日本列島改造論」があり、

今回の1980年 代半ばの地価高騰の際には、 「規

制緩和」 ・ 「民活」型開発による 「首都東京改

造計画」があったのである。

次に日本型地域開発 と土地問題のかかわりに

っいて検討する際には、道路、港湾、ダムなど

の全体の利害に関わる工業基盤整備 の問題 と、

個別企業の土地需要の充足 という二っの問題を

区別 しなければならない8)。

まず、前者の道路、港湾、ダムなどの工業基

盤整備については、国家により強権的に土地収

用権が行使され、あるいは土地収用権を 「衣の

下の鎧」として強力に公共事業が進 め られた。

それに対 して、宅地整備、住宅建設などの生活

関連基盤整備にっいては、 「50戸以上の一団地

の住宅経営」のためには法的には土地収用権の

行使が認められているにもかかわらず、実際には

土地収用権が行使されることはなかった。ここ

では、工業基盤重視、生活基盤軽視の日本型地

域開発の特質が持続されてきたとみてよい9)。
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他方、後者にっいては、自治体による工場立

地政策、企業誘致政策 として、工場用地等の提

供が積極的に進められたことが特徴的である。

その法的背景は、1962(S37)年 に制定された

「新産業都市建設促進法」および1964(S39)

年に制定された 「工業整備特別地域促進法」で

ある10)。これは、内陸性の工業団地に造成す

る場合 と臨海性の工場=埋 立地造成の場合とに

区別される。

内陸性の工場団地を造成する場合には、自治

体が取引を斡旋する場合と自治体が買収 して団

地を造成する場合とがあるが、いずれにせよ自

治体は 「雇用機会の増大、財政収入の増加など、

地域の発展のために」という名目で介入する。

っまり、自治体が媒介となって、土地所有者か

ら土地を買い集めて、工業団地 として企業に売

り渡すわけである。なお、自治体が行 う工業団

地造成には、土地収用法の適用が可能であるこ

とに注意を払っておきたい11)。

次に、臨海性の工場=埋 立地造成の場合であ

るが、1921(T10)年 に制定 された公有水面埋

立法を活用 して、都道府県レベルの自治体が漁

業権の補償を中心に沿岸漁業を破壊 しなが ら、

臨海工場用地を先行的に造成 した。この自治体

により造成された臨海工場用地が造成原価ない

しは造成原価を割 るきわめて安い価格で、進出

企業に分譲 されたのである。このような地域開

発の進展 は、周辺地域の地価相場 を引き上げ、

住宅地、商業地、近郊農地 などの地価高騰をひ

きお こすが、開発利益を社会的に還元するシス

テムがわが国には欠如 しているため、その後の

地価上昇による莫大な含み資産利益 はすべて法

人企業が取得することとなった。他方、これら

の法人企業は、自らが原因者である公害 と環境

破壊 による社会的費用にっいては、公害関係法

の改悪や行政との密接な関係を利用 して、でき

る限 り負担を回避 しようとするのが現実である。

このよ うな自治体が媒介 となって内陸性の土

地を土地所有者か ら企業へ売 り渡す、あるいは

臨海部の公共水面を漁業補償により漁民か ら買

い取 って企業へ売 り渡す システムは、土地の公

的所有を通過点とした 「土地商品化 と法人企業

への土地集中のシステム」 として特徴づけるこ

とができる12)。このような システムを日本型

地域開発 と土地問題の第二 の特徴として指摘す

ることができよう。

第三には、第二の点 とも深い関連がある、国

家による土地市場の上か ら創出の問題を指摘 し

ておきたい。

次章で検討するように、絶対的土地所有権を

前提 とすれば、っまり、欧米諸国のように土地

利用権が土地所有権に対 して優先するというこ

とがなければ、法入企業においても土地を所有

することが何よりも必要 となる。そ して、その

60万

50万

40万

30万

20万

10万

図 霊 農地転用許可数の推移
単位:千 件

出所 ・「農林水産省統計年報」各年版 より作成
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出所 ・「民事、訟務、人権統計年報」(法 務省)各 年版より作成

国

ためには、土地の流動性が保障 ・促進されるこ

とによって土地市場が形成され、その土地市場

において大規模な土地取引が行われることが必

要である。つまり、市場原理を中心に、需要と

供給の支配するマーケットで土地の問題を解決

しようとするならば、言いかえれば、土地を特

別の商品 として、土地市場で売買取引を行 うた

めには、土地の流動性を保障 ・促進するような

社会的システムが必要 となる。

その社会的 システムの形成過程が、 まさに

1950年代半ば以降の、自治体間の地域開発競争

を煽 りっっ土地の流動化を促進させるという日

本型地域開発の過程である。そして、その主要

な手段 となったのが、たび重なる農地転用許可

基準の緩和による膨大な農地の転用であり(図

1参 照)、 公有水面埋立法を活用 しての臨海工

業地帯の造成であった。

こうして、国家により上から広大な土地が土

地市場 に投入されることによって、土地の流動

化が促進 され、日本型土地市場が形成されたの

である(図2参 照)。 っまり、土地商品化を上

か ら押 し進める日本型土地市場の形成過程 は、

これまた国家による上か らの開発過程と一体に

なった ものである。 このような市場原理優先の

土地市場が形成されると、法人企業は有利に土

地を買い占めることができるようになり、当然

の こととして法人企業に土地が集中 ・集積する。

また、このように産業用土地の取引を主体に形

成された土地市場が、今度は住宅市場にも大き

な影響を及ぼしたことは言 うまでもないであろ

う。そして、このような土地を商品化 し、マー

ケットで土地を取引する土壌か ら、土地投機の

横行がうまれるのは当然の ことである。

土地は、本来、利用計画によって土地の使用

価値が生 じるものであり、その土地利用によっ

てあがる収益が土地価格に反映されるべきもの

である。つまり、土地の利用計画が収益をうみ、

それが価格に反映するのであって、土地の財産

価値から逆に土地の利用が生 じるのではない。

言いかえれば、地域住民の共同空間としての土

地の利用価値が、土地市場における金銭的価値

に優先 されるべきものである。そのためには、

住民 は互いの人権 と生活 における自立を認めあ

いながら相互の利害を調整 した上で、地域住民

が自主的に地域の土地利用計画を定めることが

決定的に重要 となる。っまり、一言 でいえば、

「計画と調整」である。それゆえ、後 に ドイッ

の土地政策において検討するように、地域環境

を住民参加方式でコントロールする権利が地域

住民のアメニティ権 として確立され、自治体が

それを保障するシステムを創 り出すことが必要

となる。 しか し、現実には、そのようなアメニ

ティ権 は確立されることな く、絶対的土地所有

権を前提とした日本型地域開発と日本型土地市
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場の形成が押 し進められた。その結果、地方自

治や住民参加のシステムは機能 しない形の、市

場原理、需給原理の土地政策が展開されたので

あった。

E土 地問題の日本的特質

本章では、土地問題の日本的特質にっいて検

討するが、まずは戦前における土地問題の日本

的特質をごく簡潔に要約 しておこう13)。

その第一 は、地主的土地所有 と土地所有権中

心主義であり、土地利用権の保障がきわめて不

十分であることである。第二 は土地収用法、入

会地のエンクロージャー政策に典型的にみられ

るように、国家主義 ・権力主義による土地所有

権への制限であり、土地の強権的収奪 とも言え

る支配力が作用 したことである。第三は、それ

にもかかわらず、共同体的土地所有が強固に残

存 し、公的な、あるいは共同体的な土地所有の

活用の余地があったことである。

次に戦前 と対比 しっっ、戦後における土地問

題の日本的特質を要約す る。

その第一は、戦後改革によって、地主的土地

所有は基本的に解体され、また国家主義 ・権力

主義による土地所有権への制限 は除外 されて、

土地所有権が保障されるようになった。戦前に

おける土地問題の日本的特質の第一と第二は消

失 したわけである。しかし、他方、農地改革お

よび持家政策によって、農村でも都市で も零細

な土地所有が広範に創出されることにより、い

わば絶対的土地所有権が強化されることとなり、

依然 として土地所有権は土地利用権に対 して優

先 している。このような絶対的土地所有権の強

大さが、戦後における土地問題の日本的特質の

第一 としてあげられ る点である14)。

第二 は、実効ある都市計画 ・土地利用計画の

欠如の問題である。

欧米諸国は、土地所有権に関 しては、絶対的

所有権 と相対的所有権 という異なる基本的概念

をもっにもかかわらず、その相違を越えて、所

有権優先の日本 とはまったく異なる土地利用優

先の概念を組み立てるに至っている。ここで大

きな役割を果た しているのは、欧米諸国の都市

計画 ・土地利用計画であるが、わが国にはその

ような実効ある都市計画 ・土地利用計画が欠如

しているのである。

第三は、本稿で提起する 「日本型土地 システ

ム」である。「日本型土地 システム」 とは、強

大な絶対的土地所有権、実効ある都市計画 ・土

地利用計画の欠如を前提 として、土地価格を支

える財政 ・金融面での国家的支援を背景とする

法人企業と金融機関の土地金融 を媒介とする土

地所有、土地投機の問題であり、地価上昇、土

地投機によるキャピタル ・ゲイ ンの獲得を公的

な制度として容認 してきた社会構造 の問題であ

る。

(1)強 大な絶対的土地所有権

篠塚昭次氏 によれば15)、 土地 所有権 は、

「ローマ法型」一近代的土地所有権 と 「ゲルマ

ン法型」一社会的土地所有権 という二大典型に

分 けられる。

「v一 マ法型」は、紀元前2世 紀から紀元5

世紀ごろまでにローマにみられた類型で、絶対

的 ・排他的な土地所有権の原型であり、いわば

「都市型」である。この 「ローマ法型」 は、土

地を金銭と同一視 して資産 と見なす傾向があり、

土地取引の自由を基本 とす るから土地が 「商品」

として扱われ、土地投機がおこりやすい。別の

言い方をすれば、 「交換価値」が重視される。

他方、 「ゲルマン法型」は、古代から中世に

かけての ドイッにみられた類型で、絶対的 ・排

他的ではない上下の重畳的階層関係を配慮 した

相対的な土地所有権の原型であり、いわば 「農

村型」である。この 「ゲルマン法型」は、土地

は生活の場 として、言いかえれば、土地を取引

の対象 としてではなく、 「利用」の対象 として

考える。っま り、土地を商品としてみないから、

当然投機はおこらない。また、土地の利用に関

しては、共同体が主体とな った計画 ・規制の範

囲内で土地の利用が認められることにより、生
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存権が保障されるのである。別の言い方をすれ

ば、 「使用価値」が重視 される。

歴史的にみると、 「囲い込み」 といわれる独

占的な大土地所有の形成を背景に、18世紀か ら

19世紀のヨーロッパでは 「ローマ法型」の所有

権絶対主義(「 所有権 は神聖にして侵すべから

ず」)が 導入された。例えば、1804年 のフラン

ス民法、1888年 の ドイッ民法第一草案には、近

代的土地所有権が盛 り込まれたのである。

ところが、産業革命の進展に伴い都市人口が

増大するなかで、この近代的土地所有権による

土地投機や都市計画 ・土地規制の不備は、地価

を著 しく高騰 させ、深刻な 「住宅問題」 「社会

問題」をひきおこした。 「社会問題」の発生は

「社会法」 とよばれる法体系の形成 を促進 し、

「自由権」に代わって 「生存権」 「社会権」 と

いう新 しい権利の体系を拡大した。19世紀の末

か ら20世紀にかけての 「社会的土地所有権」の

形成は、 「ローマ法型」から 「ゲルマン法型」

への移行を意味 し、土地を商品化 して取引の対

象とし、投機化することを極力排除 し、土地を

所有することか ら土地を利用する価値に重 きを

置 くようになった。

これに対 して、日本の現行民法にある土地所

有権の規定は、19世紀のフランス民法 とドイツ

民法第一草案を翻訳 して 「継受」されたもので

あり、今日まで 「ローマ法型」の近代的土地所

有権φ段階にある。っまり、1896(M29)年 の

明治民法は、当時の大土地所有を基礎 とする近

代的土地所有権を保障 したものであり、ヨーロッ

パと同様にわが国で も 「社会問題」は19世紀末

～20世 紀初めにかけて深刻化 して いるのだが、

その解決の方向はヨーロッパのような社会的土

地所有権への移行ではなかったのである。

以上のような歴史的経過を経た現在の時点に

たって、欧米諸国の土地所有権論をみてみると
16)
、絶対的土地所有権として構成するドイツ、

フランス(大 陸法)と 土地所有権を相対的な所

有権として構成するアメリカ、イギ リス(英 米

法)、 の二つに分類することができる。日本が

このうち絶対的土地所有権の系譜に入ることは

言 うまで もない。

まず、大陸法では、土地支配権益のすべてを

包括する 「絶対的所有権」 という概念が存在す

る。 この概念のもとでは、利用権は所有権に対

立 し、所有権が利用権に優先するが、次節でみ

るように、 ドイッ、フランスでは、所有の優先

という論理構成を克服することを目的 として、

都市計画関連法など種々の法令が制定 されてい

る点が注目される。

次に、英米法では、大陸法型の絶対的所有権

の概念は存在せず、所有権 に当たる権限として

「フリーホール ド」という概念 が存在する。ま

た、土地利用権に当たる権限は 「リースホール

ド」 と呼ばれる。英米法では、所有と利用の対

立はなく、利用は所有に優先する。

日本の場合は、大陸法の 「絶対的所有権」の

概念を受け継いでおり、しかも次に検討するよ

うに、 ドイツ、フランスと異なり、都市計画関

連法などによる利用の優先に向けての法制度の

整備が不十分であり、所有が利用に優先する結

果を招いているのである。

② 実効ある都市計画 ・土地利用計画の欠如

土地問題の日本的特質の第二は、実効ある都

市計画 ・土地利用計画の欠如である17)。

前節でみたように、欧米諸国は土地所有権に

関 しては、絶対的所有権 と相対的所有権 という

異なる基本的概念をもっにもかかわ らず、その

相違を越えて、所有権優先の日本とはまったく

異なる利用権優先の不動産 ・土地所有の概念を

組み立てるに至 っている。表1に よれば、土地

所有権の概念でみると、日本、 ドイツ、フラン

スは絶対的所有権のグループに分類 され、アメ

リカ、イギ リスは相対的所有権のグループに分

類される。しかし、土地所有権と利用権の関係

でみると、日本のみが 「所有優先」のグループ

に分類 され、同じ絶対的所有権のグループにあ

る ドイッとフランスは、相対的所有権のグルー

プにあるアメ リカ、イギ リスのグループと同 じ

「利用優先」に分類される。
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表1 不動産 ・土地所有権の概念

制度 国

等

日 本 アメ リカ イギ リス 西 ドイツ フランス

不

動

産

不
の動
概 産念

土地と建
物は別個
の不動産

土 地 と 建 物 は

同 一 の 不 動 産
●

土 土
地

所

権地
の所
概有

絶対 的

所 有 権

フ リーホール ド

(相対 的所有権)

リースホール ド

絶対的所有権

有 念

権 iii
の

概
謂,
の 所有優先

iii

利 用 優 先

念
櫟 iii●.印

出所:野 村総合研究所 『地価 と土地 システム』

次に都市計画の仕組みにっいて、欧米諸国と

日本を比較検討 してみよう(表2参 照)。

各国の都市計画の体系を比較すると、欧米諸

国は、都市のビジョンを示す 「非拘束的マスター

表2 都市計画の仕組み

プラン」とこれを実施に移す 「拘

束的計画」の 「二段階計画制」で

あるの対 して、日本だけがマスター

プランはな く、拘束的計画だけか

らなる 「一段階計画制」である。

拘束的計画の内容は、日本では、

原則8種 類の大枠型用途制がとら

れ、第一種住居専用地域を除いて、

各用途 ごとに禁止 される建物用途

を列挙する例外列挙主義であり、

併せて容積率 も設定されるという

仕組みになっている。 しか し、こ

れを達成する手法を欠 くため、計

画容積率と実態容積率 とが乖離す

る形式主義となっている。これに

対 して、欧米諸国では、それぞれ

の国情によって多少の違いはある

が、おおよそ細分型用途地域制、制限列挙主義、

実態主義となっているのが注目される。

アメリカでは、用途地域を細かく指定する細

分型用途制がとられ、各用途 ごとに建築できる

国
制 度等

日 本 ア メ リ カ イ ギ リ ス 西 ド イ ツ フ ラ ン ス

拘束的計画 市町村によって 非拘束的マスタ 非拘束的マスタ 非拘束的マスタ

異なる ― プ ラ ン 一プ ラ ン 一 プ ラ ン

(ス トラクチ ャー プラ (Fプ ラ ン) (SDAU)
ン、ローカルプラン)

計 画の体系 ↓ ↓

都 拘束的計画 ↓ 拘束的計画
〈一段階計画〉 (ア ク シ ョン ・エ リ 拘束的計画 (POS)

市 アの事業計画) (Bプ ラ ン)

〈一段階計画〉 〈二段階計画〉 〈二段階計画〉 〈二段階計画〉 〈二段階計画〉

計 ・原則8種 類 の用 ・市町村 による細 ・市町村 による整

画
土地 利用

コン トロー ル
途区分 分 用 途 区 分

ex.ニ ュ ー ヨ ー ク

備目標区域区分

手法 で は21種 類
の

〈大枠型用途制〉 〈細分型用途制〉 〈計画許可制〉 く地区詳細計画制 〈大枠型区域制〉

仕
・第一種 住居専用 ・建築 して もよい ・建 築 して もよい ・区域 ごとに大 ま

建物用途 地域を除いて禁 建物用途を限定 用途を土地ごと かな指定

組
コ ン トロー ル 止される建物用 列挙 に特定

手法 途を列挙

み 〈例外列挙主義〉 〈制限列挙主義〉 〈計画許可制〉 〈特定主義〉 〈大枠型指定主義〉

計画と実態が乖離 計画と実態が一致 建築命令等計画と 容積率は低く抑え
容積率の して お り、近づ け または近づける手 実態を近づける手 られてお り、計画
コ ソ トロー ル る手段なし 段あり 段あり と実態が一致して

手法 い る

〈形式主義〉 〈実態主義〉 〈計画許可制〉 〈地区詳細計画制〉 〈実態主義〉

出所:野 村総合研究所 『地価 と土地 システム』
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建物用途が限定列挙されている。また、開発権

の移転制度(TDR)と いう、計画容積率と実

態容積率の格差を小さくする手段がある。イギ

リスは計画許可制を採用 してお り、開発者の提

案に対 して地方計画当局の許可行為を通 じて、

土地利用、建物用途、容積率などをコントロー

ルしている。 ドイッでは、Bプ ラン(地 区詳細

計画制)に よって、土地利用、建物用途、容積

率のほか、建築線や建物の形状なども具体的に

規定されている。フランスでは、市町村により

区域 ごとに整備目標が設定 され、目標に応 じて

建物用途 ごとの容積率をコントロールしている。

また、フランスでは、全体的に容積率が低 く抑

え られているとい う点 も特徴である。

以上のように実効ある都市計画 ・土地利用計

画が欠如 していることが、土地問題の日本的特

質の第二である。

このような実効ある都市計画 。土地利用計画

の欠如は、戦前、戦後の都市計画制度の導入の

過程で、都市計画家たちはヨーロッパ諸国の都

市計画の思想と技術 とを学んでわが国に導入 し

ようとしたが、日本においては絶対的土地所有

権があまりにも強大であったことから、都市計

画の思想 と技術は形式化され、換骨奪胎 された

のであると言えよう。

このような実効ある都市計画 ・土地利用計画

の欠如、つまり土地利用規制 と地価 との関係 は

どのようなものであろうか18)。

欧米諸国の場合、土地利用の可能性が土地利

用計画によって厳格に規制されているので、地

価は計画によって許容される利用形態との関連

で決まって くる。 しか し、日本の場合は、土地

利用規制が緩いため、ある土地の開発可能な建

物の大きさ、用途が非常に広が っているので、

土地の価値が非常に高 くなる。っまり、土地利

用の多様な可能性が認められているため、近隣

での取引価格や投機的価格など、総 じて市場の

論理がス トレー トに入 ってくる構造 となってい

るのである。それゆえ、緩い土地利用規制 と高

地価 とはきわめて密接な関係があるのである。

㈲ 日本型±地システム

本節では、強大な絶対的土地所有権、実効あ

る都市計画 ・土地利用計画の欠如を前提 として、

「日本型土地 システム」の概念を提起する。

まず、法人企業の土地所有の動向にっいて検

討 してみよう。

最近の土地取引の動向をみ ると、土地の買主

の中で法人企業が占める割合は年々増加 してお

り、とくに東京都等の大都市地域において、そ

の傾向が顕著にみられる19)。 また、法人企業

の土地投資が急速に増加 しており、設備投資に

占める土地のウエイ トは、非製造業を中心に上

昇 している20)。法人企業の土地 の利用状況に

っいてみると、事業用土地の未利用地面積の割

合 は、所有土地面積の5～7%程 度で推移 して

いるが、未利用地の今後の利用予定時期につい

てみると、具体的な利用計画を有 しない土地の

割合が著 しく高 く、長期的にみればその割合は

上昇を続けている21)。 このよ うに、近年、法

人企業の土地所有 は増加 しており、しかも保有

して活用せずという傾向が強いのである。

このような法人企業の土地保有意欲の強さは、

土地の もっ含み益の活用にその理 由がある22)。

日本の法人企業 の自己資本比率は一般 的に低 く、

金融機関か らの借入金の比率が高いと言われて

きた。法人企業のもっ不動産は会計上 は 「取引

原価」で記載されるが、土地を担保にお金を借

りる場合はその時価が基準 となって融資額が決

まる。このように企業会計制度上 「再評価」が

行われないため、地価上昇に伴 って法人企業内

部に巨大な含み資産が形成 される。この含み資

産 は、現在の評価額を前提 とすれば固定資産税

によって捕捉されることもなく、また法入企業

には個人と違 って相続 ということがないため相

続税が課 されず、土地資産を譲渡 してキャピタ

ル ・ゲインを実現 しない限 り、課税の対象とは

ならない。そのうえ、借入金は 「負債」 として

帳簿上記入され、利子は経費として処理できる。

このような法人企業に対する土地税制の優遇に

より管理費用が安 く、 しかも借金のための担保
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にもなるということが、法人企業の土地保有意

欲を強めているのである。っまり、資産の保全

と増殖を進める上で、土地が特別の地位を占め

ているわけである。

このように地価が持続的に上昇する土地を担

保にした借入金によって、わが国の法人企業は

「高度成長」を達成 した。また、 「日本列島改

造論」 ブームにより土地が投機の対象になると、

法人企業などは金融機関における過剰流動性の

増大を背景に融資資金を用いて土地買 占めにの

りだし、土地転が しで多額のキャピタル ・ゲイ

ンを得た23)。さらに、1985年 以降の 「円高不

況」ののりこえに際 しては、今回の地価高騰が

大きな役割を果た したことは言 うまで もない。

他方、法人企業 としての経営能力が欠如 してい

ても、土地 さえ持 っていれば資金 は借 りられる

という事態 も生 じている。

この背景にあるのが、土地を唯一の担保に金

を貸すといういわゆる 「土地本位制」 であ り、

これこそが日本型金融 システムの特殊性である。

本来、金融機関は、法人企業に資金を融資する

際には、当該法人企業の技術力や経営力を調査

することによって、その リスクを判断するべき

ものである。しかし、現実には、土地 という資

産のみが過大に重視 されてきた。

「土地は 『メリ担』と、融資担当者の聞で言

われてきた。メリ担 とは、銀行にとってメリッ

トがあり、しか も担保がある融資案件のある略

称だ。事業内容は二の次、担保になりうる土地

資産が無ければカネは貸さない。」24)

このように金融機関からみても、日本の 「高

度成長」を支えたのは、持続的に上昇する地価

であったことは明 らかである。とくに問題とす

べきは、今回の地価高騰に際 して、金融機関が

不動産関連企業による土地買占めに投機的資金

を大量に提供 したことである。

そして、さらにその背後には、土地価格を支

える財政 ・金融面での国家的支援がある。 「高

度成長」期には、公共投資によって地価上昇を

促進 し、しかも開発利益は社会的に還元せず法

人企業に取得させた。また、今回の地価高騰に

際 しては、不動産金融の規制は社会的に批判を

受けるまでは行政指導すら行わなかったうえに、

都市計画 ・土地利用規制の緩和、国有地の払下

げなどにより地価高騰をさらに煽 ったという問

題が指摘できる。

このように、絶対的土地所有権を前提として、

財政 と金融で もって地価を支え、土地投機を促

進 しっっ、持続的な経済成長 をな しえたのが

「日本型土地 システム」の一面であるが、その

裏にはもう一っの側面、っまり地価上昇 と土地

投機によるキ ャピタル ・ゲインを、政治資金 と

して政権党に還流させるシステムがある。

石川真澄氏 らによれば、土建国家とは、 「公

共事業に代表 される地元利益と選挙の票を交換

することで成 り立 っている 『与党が与党である

ことによって与党であり続 ける』 システム」25)

のことである。彼 らの論議をごく簡単に要約す

れば、政府 ・自民党 は公共事業、っまり土建予

算を配分す るという利益誘導によって、土建業

者か ら政治資金を獲得 しようとする。他方、公

共事業で潤いたい土建業者 は、自民党へ政治献

金をお こなうことにより、公共事業を自分が有

利に受注できるようにしようとする。また、70

年代以降、農村部で建設業に従事す る労働者が

増大 しているが、これは地元に公共事業がくる

ことによって、農民が土木作業員になれば出稼

ぎを しな くて もよいということになり、彼 らの

票を土建業者を通 じて自民党に集めようとする、

いわば農村対策として意味がある。 こうして、

政治家と土建業者に金と人のっながりができる、

っまり、公共事業の配分による利益誘導を通 じ

て、自民党へ政治資金と票 とを集める政治的な.

構造ができるが、 これがまた土建業者の談合や

汚職、政治の腐敗をうむというのが 「土建国家

論」である。

この 「土建国家論」は日本の現実を鋭 くえぐっ

た注目すべき議論であるが、本稿が重視 してき

た公共投資と地価問題に関する観点は見 られな

い。っま り、この観点を加えれば、政府 ・自民

党 は公共投資、地域開発を行 うことによって、

地価を上昇 させ、土地投機を活発化させ、土建
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業者をはじめとす る不動産関連企業にキャピタ

ル ・ゲインを取得 させることによって、自らの

政治資金の源泉をっくりだすわけである。 リク

ルー トが株の上昇益を賄賂 としたように、ここ

では公共投資による地価上昇、土地投機による

キャピタル・ゲインがその政治資金の源泉となっ
26)27)た の で あ る

このような 「日本型土地 システム」がいっ ご

ろ形成されたのかと言えば、その原型は 「高度

成長」期における税の自然増収で、公共投資を

毎年拡大 していた1950年 代半ば以降の地域開発

の時期に求められようが、それが一応の完成を

みたのは、 「戦後 日本の国土開発関係の法律や

制度をっくった張本人」28)である田中角栄が首

相となった時期、っまり、 「日本列島改造論」

ブームによる 「地価狂乱」の時期ではないだろ

うか29)。
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